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市 有 財 産 売 買 契 約 書（案） 

 

 

 売払人 枚方市（以下「甲」という。）と買受人      （以下「乙」という。）は、次の

条項により市有財産売買契約（以下「本売買契約」という。）を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義に従い、誠実に本売買契約を履行しなければならない。 

 

 （売買物件） 

第２条 甲は、別紙に記載の売買物件（以下「本物件」という。）を現状有姿のまま乙に売り渡

し、乙は売買代金を支払ってこれを買い受けるものとする。 

 

 （売買代金） 

第３条 前条の売買代金は、金          円とする。 

    うち、土地代金は、金          円とし、建物代金は金      円 

（うち消費税は金      円）とする。 

 

 （契約保証金） 

第４条 乙は、契約保証金として、金          円以上を本売買契約締結と同時に甲

に納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金は、売買代金完納後必要な事務処理期間を経て、速やかに還付する。ただ

し、売買代金の一部に充当することもできる。 

３ 契約保証金には、利子を付さないものとする。 

４ 乙が次条に定める義務を履行しないときは、第１項に規定する契約保証金は甲に帰属する。

乙の責めに帰すべき事由により、本売買契約が無効若しくは履行不能となったとき又は本売買

契約が解除されたときも同様とする。 

 

収 入 

印 紙 

物件番号１ 
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 （売買代金の支払い） 

第５条 乙は、第３条の売買代金を甲が指定する期日に、甲の発行する所定の納入通知書により、

その指定する場所において甲に支払わなければならない。 

 

 （遅延損害金） 

第６条 乙は、前条の売買代金の支払いをその期日までに行わなかったときは、その納付期日の

翌日から完納の日までの日数に応じ、第３条の売買代金額に政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律（昭和 24年法律第 256号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定する率を乗じて

計算した遅延損害金を甲に支払わなければならない。 

 

 （所有権の移転） 

第７条 本物件の所有権は、売買代金（前条の遅延損害金がある場合は、これを含む。）が完納

された時に、甲から乙に移転するものとする。 

 

 （所有権移転登記） 

第８条 甲は、前条により本物件の所有権が移転した後、乙に対する所有権移転登記の嘱託登記

手続を行うものとし、乙は、これに必要な書類等をあらかじめ甲に提出するものとする。 

２ 乙は、書類の作成に要する費用、登録免許税その他前項の所有権移転登記に係る一切の費用

を負担する。 

 

 （本物件の引渡し） 

第９条 甲は、第７条により本物件の所有権が移転した日、直ちに本物件を現状有姿で乙に引き

渡すものとする。 

 

 （危険負担） 

第１０条 本売買契約締結の時から本物件の引渡しが完了するまでの間に、甲の責めに帰すこと

のできない事由により、本物件に滅失、き損等の損害を生じたときは、その損害は、乙が負担

するものとする。 

 

 （物件調書記載内容の了承） 

第１１条 乙は、本物件が物件調書（「令和７年度枚方市区分所有建物の随時先着売払い実施要

領」27頁から 34頁まで）に記載の内容であることを了承したうえ、本物件を買い受けるもの



   12 

 

とする。 

 

 （契約不適合責任） 

第１２条 甲は、本物件を現状有姿の状態で乙に売却するものとし、乙は、本売買契約締結後、

本物件（付帯設備、造作物その他の本物件に存在する一切の動産を含むがこれに限られない。）

が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）

であることが判明した場合でも、甲に対し本物件の追完（修補）請求、売買代金の減額請求、

損害賠償請求、本売買契約の解除その他一切の請求をすることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙が消費者契約法（平成 12年法律第 61号）第２条第１項の消費

者に該当する場合、乙は、次に掲げる本物件の追完（修補）請求、損害賠償請求又は本売買契

約の解除をすることができる。この場合において、甲又は乙は相手方に対し協議を申し出るこ

とができ、相手方は協議に応じるものとする。 

⑴ 本物件の追完（修補）請求は、契約不適合の補修に要する費用が売買代金を超過しない

ときに限りすることができる。この場合において、甲は、乙に不相当な負担を課すものでな

いときは、乙が請求した方法と異なる方法による補修をすることができる。 

⑵ 損害賠償請求は、契約不適合が本売買契約及び取引上の社会通念に照らして甲の責めに帰

すことができない事由によるものであるときを除き、売買代金を限度としてすることができ

る。 

⑶ 本売買契約の解除は、契約不適合により乙が本売買契約を締結した目的を達することがで

きないときに限りすることができる。 

⑷ 契約不適合による売買代金の減額請求は、乙が相当の期間を定めて履行の追完を催告し、

その期間内に履行の追完がない場合、不適合の程度に応じてすることができる。 

３ 前項の請求又は解除は、数量不足の場合を除き、引渡しの日から２年以内に乙が甲に対し契

約不適合を通知した場合に限りすることができる。 

４ 乙が本売買契約締結時に契約不適合を知っていたとき又は契約不適合が乙の責めに帰すべ

き事由によるものであるときは、前２項の規定は適用しない。 

５ 前条の物件調書記載内容については、契約不適合に該当しない。 

 

（禁止用途） 

第１３条 乙は第９条に規定する本物件の引き渡しの日から次に該当する行為をしてはならな

い。 

⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条第
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１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第 11項に規定

する特定遊興飲食店営業その他これらに類する業のために使用すること。 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第２条第２号

に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員若しくは暴力団員と社会的に非難さ

れるべき関係を有する者がその活動のために利用するなど、公序良俗に反する使用をするこ

と。 

⑶ 前２号のいずれかに該当する用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し、

又は本物件を貸し付けること。 

２ 乙は、本物件を第三者に譲渡する場合には、前項の内容を書面によって承継させるものとし、

当該第三者に対して、前項の定めに反する使用をさせてはならない。 

３ 乙は、前項の第三者が本物件を他の第三者に譲渡する場合にも同様に、前２項の内容を承継

することを書面で義務づけなければならない。 

４ 乙は、本物件を第三者に貸付けなどにより使用させる場合には、当該第三者に対して、本条

第１項の定めに反する使用をさせてはならない。 

５ 乙は、前項の第三者が本物件を他の第三者に貸付けなどにより使用させる場合にも同様に、

本条第１項及び第４項の内容を遵守させなければならない。 

６ 甲は、第１項から第５項に規定する事項について必要があると認めるときは、乙に対して履

行状況を確認するため、立ち入り、帳簿、書類、その他の物件を調査し、又は参考となるべき

報告若しくは資料等の提出を求めることができる。 

７ 乙は、甲から前項の規定に基づく請求があったときは、正当な理由なく拒み、妨げ若しくは

忌避し、又は遅延してはならない。 

 

 （契約の解除） 

第１４条 甲は、乙が本売買契約及び物件調書に定める義務を履行しないときは、本売買契約を

解除することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、甲は催告をしないで

本売買契約を解除することができる。 

⑴ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経

営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が、暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下

「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であ
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るとき。 

 ⑵ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を 

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

⑶ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

るとき。 

⑸ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

３ 甲は、前項の規定により本売買契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、

何ら賠償ないし補償することを要しないものとする。 

４ 乙は、甲が第２項の規定により本売買契約を解除した場合において、甲に損害が生じたとき

は、その損害を賠償するものとする。 

 

 （違約金） 

第１５条 乙が第 13条に定める義務に違反したとき又は甲が前条の規定により本売買契約を解

除したときは、乙は、売買物件の売買代金の 100分の５に相当する額を違約金として甲に支払

わなければならない。ただし、甲がやむを得ない事情があると認めた場合はこの限りではない。 

２ 第１項の違約金は第 18条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

 

 （返還金） 

第１６条 甲は、第 14条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。

ただし、返還する売買代金には利息を付さないものとする。 

２ 甲は、第 14条に定める解除権を行使したときは、乙の負担した本売買契約の費用等は返還

しない。 

３ 甲は、第 14条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った違約金及び乙が本物件に支

出した一切の費用は償還しない。 

 

 （原状回復義務） 

第１７条 乙は、第 14条の規定により本売買契約を解除したときは、甲の指定する期日までに

売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復させ

ることが適当でないと認めたときは、現状で返還することができる。 
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 （損害賠償） 

第１８条 甲は、乙が本売買契約及び物件調書に定める義務を履行しないため損害を受けたとき

は、第 15条に定める違約金とは別に、その損害の賠償を請求することができる。 

 

 （返還金の相殺） 

第１９条 甲は、第 16条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が第 15条に

定める違約金又は前条に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買

代金の全部又は一部と相殺する。 

 

 （契約の費用） 

第２０条 第８条第２項に規定する費用のほか、本売買契約の締結及び履行等に関して必要な一

切の費用は、全て乙の負担とする。 

 

（公租公課等） 

第２１条 所有権移転後における本物件に係る公租公課は、すべて乙の負担とする。 

２ 本物件に係る共益費、積立金、振興会費、ごみ処理負担金その他の管理費（以下「管理費等」

という。）及び電気、ガス、水道料金（以下「光熱水費」という。）については、所有権移転の

日までの分を甲が負担し、所有権移転の日の翌日以降の分を乙が負担する。ただし、所有権移

転の日については、電気、ガス、水道を使用してはならない。  

３ 乙が第５条の売買代金の支払いを甲が指定する期日までに行わなかったときは、その期日の

翌日以降の管理費等、光熱水費は乙が負担するものとする。 

 

（諸規程の継承） 

第２２条 乙は、甲が負っていた、本物件を含むひらかたサンプラザ３号館の管理上の必要から

枚方市街地開発株式会社が定めるひらかたサンプラザ管理規約その他の関係諸規程を遵守す

る義務を承継するものとする。 

 

（相隣関係への配慮） 

第２３条 乙は、所有権を取得した本物件の使用にあたっては、十分な注意をもって物件を管理

し、他の入居者その他の第三者との紛争が生じないように留意するものとする。 
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（管轄裁判所） 

第２４条 本売買契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の所在地を管轄す

る大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 （疑義等の決定） 

第２５条 本売買契約に定めのない事項又は本売買契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議

の上、これを定めるものとする。 

 

（本契約の締結） 

第２６条 本売買契約は、枚方市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和 39年枚方市条例第８号）第３条の規定により議会の可決を得た場合に本契約となる。 

 

 

本売買契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記（署）名押印の上、各自１通を保有

する。 

 

 

  令和  年  月  日 

 

              売払人（甲）  枚方市大垣内町２丁目１番２０号 

                       枚方市 

                       市長  伏 見  隆      印 

 

              買受人（乙） 

 

                                       印 
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別紙 

売買の目的物の表示（登記簿の記録などによる） 

 

物件番号１ 専有建物１（２０２号室） 

建
物 

一棟の建物の表示 

名 称 ひらかたサンプラザ３号館 

所 在 枚方市岡東町７５３番地 

構 造 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付５階建 

床面積 

１階    １４８８．９１㎡ 

２階    １７３６．０１㎡ 

３階    １７３６．０１㎡ 

４階    １７３６．０１㎡ 

５階    １７３６．０１㎡ 

地下１階  １６１３．０１㎡ 

専有部分の表示（２階２０２号） 

家屋番号 岡東町７５３番の７ 建物の名称 
ひらかたサンプラザ３号館 

２０２号 

種 類 店舗 構 造 鉄筋コンクリート造１階建 

床面積 ２階部分 ３３７.０２㎡ 

土
地 

所 在 枚方市岡東町 地 番 ７５３番 

地 目 宅地 地 積 ２,０７５.６５㎡ 

敷地権たる旨の 

登記の有無 
無 

共有持分 １００万分の１３８７５７の一部 

管理規約による

敷地持分割合 １００万分の ５６１０３ 
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市 有 財 産 売 買 契 約 書（案） 

 

 

 売払人 枚方市（以下「甲」という。）と買受人      （以下「乙」という。）は、次の

条項により市有財産売買契約（以下「本売買契約」という。）を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義に従い、誠実に本売買契約を履行しなければならない。 

 

 （売買物件） 

第２条 甲は、別紙に記載の売買物件（以下「本物件」という。）を現状有姿のまま乙に売り渡

し、乙は売買代金を支払ってこれを買い受けるものとする。 

 

 （売買代金） 

第３条 前条の売買代金は、金          円とする。 

    うち、土地代金は、金          円とし、建物代金は金      円 

（うち消費税は金      円）とする。 

 

 （契約保証金） 

第４条 乙は、契約保証金として、金          円以上を本売買契約締結と同時に甲

に納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金は、売買代金完納後必要な事務処理期間を経て、速やかに還付する。ただ

し、売買代金の一部に充当することもできる。 

３ 契約保証金には、利子を付さないものとする。 

４ 乙が次条に定める義務を履行しないときは、第１項に規定する契約保証金は甲に帰属する。

乙の責めに帰すべき事由により、本売買契約が無効若しくは履行不能となったとき又は本売買

契約が解除されたときも同様とする。 

 

収 入 

印 紙 

物件番号２ 
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 （売買代金の支払い） 

第５条 乙は、第３条の売買代金を甲が指定する期日に、甲の発行する所定の納入通知書により、

その指定する場所において甲に支払わなければならない。 

 

 （遅延損害金） 

第６条 乙は、前条の売買代金の支払いをその期日までに行わなかったときは、その納付期日の

翌日から完納の日までの日数に応じ、第３条の売買代金額に政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律（昭和 24年法律第 256号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定する率を乗じて

計算した遅延損害金を甲に支払わなければならない。 

 

 （所有権の移転） 

第７条 本物件の所有権は、売買代金（前条の遅延損害金がある場合は、これを含む。）が完納

された時に、甲から乙に移転するものとする。 

 

 （所有権移転登記） 

第８条 甲は、前条により本物件の所有権が移転した後、乙に対する所有権移転登記の嘱託登記

手続を行うものとし、乙は、これに必要な書類等をあらかじめ甲に提出するものとする。 

２ 乙は、書類の作成に要する費用、登録免許税その他前項の所有権移転登記に係る一切の費用

を負担する。 

 

 （本物件の引渡し） 

第９条 甲は、第７条により本物件の所有権が移転した日、直ちに本物件を現状有姿で乙に引き

渡すものとする。 

 

 （危険負担） 

第１０条 本売買契約締結の時から本物件の引渡しが完了するまでの間に、甲の責めに帰すこと

のできない事由により、本物件に滅失、き損等の損害を生じたときは、その損害は、乙が負担

するものとする。 

 

 （物件調書記載内容の了承） 

第１１条 乙は、本物件が物件調書（「令和７年度枚方市区分所有建物の随時先着売払い実施要

領」35頁から 52頁まで）に記載の内容であることを了承したうえ、本物件を買い受けるもの
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とする。 

 

 （契約不適合責任） 

第１２条 甲は、本物件を現状有姿の状態で乙に売却するものとし、乙は、本売買契約締結後、

本物件（付帯設備、造作物その他の本物件に存在する一切の動産を含むがこれに限られない。）

が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）

であることが判明した場合でも、甲に対し本物件の追完（修補）請求、売買代金の減額請求、

損害賠償請求、本売買契約の解除その他一切の請求をすることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙が消費者契約法（平成 12年法律第 61号）第２条第１項の消費

者に該当する場合、乙は、次に掲げる本物件の追完（修補）請求、損害賠償請求又は本売買契

約の解除をすることができる。この場合において、甲又は乙は相手方に対し協議を申し出るこ

とができ、相手方は協議に応じるものとする。 

⑴ 本物件の追完（修補）請求は、契約不適合の補修に要する費用が売買代金を超過しない

ときに限りすることができる。この場合において、甲は、乙に不相当な負担を課すものでな

いときは、乙が請求した方法と異なる方法による補修をすることができる。 

⑵ 損害賠償請求は、契約不適合が本売買契約及び取引上の社会通念に照らして甲の責めに帰

すことができない事由によるものであるときを除き、売買代金を限度としてすることができ

る。 

⑶ 本売買契約の解除は、契約不適合により乙が本売買契約を締結した目的を達することがで

きないときに限りすることができる。 

⑷ 契約不適合による売買代金の減額請求は、乙が相当の期間を定めて履行の追完を催告し、

その期間内に履行の追完がない場合、不適合の程度に応じてすることができる。 

３ 前項の請求又は解除は、数量不足の場合を除き、引渡しの日から２年以内に乙が甲に対し契

約不適合を通知した場合に限りすることができる。 

４ 乙が本売買契約締結時に契約不適合を知っていたとき又は契約不適合が乙の責めに帰すべ

き事由によるものであるときは、前２項の規定は適用しない。 

５ 前条の物件調書記載内容については、契約不適合に該当しない。 

 

（禁止用途） 

第１３条 乙は第９条に規定する本物件の引き渡しの日から次に該当する行為をしてはな ら

ない。 

⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条第
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１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第 11項に規定

する特定遊興飲食店営業その他これらに類する業のために使用すること。 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第２条第２号

に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員若しくは暴力団員と社会的に非難さ

れるべき関係を有する者がその活動のために利用するなど、公序良俗に反する使用をするこ

と。 

⑶ 前２号のいずれかに該当する用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し、

又は本物件を貸し付けること。 

２ 乙は、本物件を第三者に譲渡する場合には、前項の内容を書面によって承継させるものとし、

当該第三者に対して、前項の定めに反する使用をさせてはならない。 

３ 乙は、前項の第三者が本物件を他の第三者に譲渡する場合にも同様に、前２項の内容を承継

することを書面で義務づけなければならない。 

４ 乙は、本物件を第三者に貸付けなどにより使用させる場合には、当該第三者に対して、本条

第１項の定めに反する使用をさせてはならない。 

５ 乙は、前項の第三者が本物件を他の第三者に貸付けなどにより使用させる場合にも同様に、

本条第１項及び第４項の内容を遵守させなければならない。 

６ 甲は、第１項から第５項に規定する事項について必要があると認めるときは、乙に対して履

行状況を確認するため、立ち入り、帳簿、書類、その他の物件を調査し、又は参考となるべき

報告若しくは資料等の提出を求めることができる。 

７ 乙は、甲から前項の規定に基づく請求があったときは、正当な理由なく拒み、妨げ若しくは

忌避し、又は遅延してはならない。 

 

 （契約の解除） 

第１４条 甲は、乙が本売買契約及び物件調書に定める義務を履行しないときは、本売買契約を

解除することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、甲は催告をしないで

本売買契約を解除することができる。 

⑴ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経

営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が、暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下

「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であ
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るとき 

⑵ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

⑶ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

るとき 

⑸ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

３ 甲は、前項の規定により本売買契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、

何ら賠償ないし補償することを要しないものとする。 

４ 乙は、甲が第２項の規定により本売買契約を解除した場合において、甲に損害が生じたとき

は、その損害を賠償するものとする。 

 

 （違約金） 

第１５条 乙が第 13条に定める義務に違反したとき又は甲が前条の規定により本売買契約を解

除したときは、乙は、売買物件の売買代金の 100分の５に相当する額を違約金として甲に支払

わなければならない。ただし、甲がやむを得ない事情があると認めた場合はこの限りではない。 

２ 第１項の違約金は第 18条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

 

 （返還金） 

第１６条 甲は、第 14条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。

ただし、返還する売買代金には利息を付さないものとする。 

２ 甲は、第 14条に定める解除権を行使したときは、乙の負担した本売買契約の費用等は返還

しない。 

３ 甲は、第 14条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った違約金及び乙が本物件に支

出した一切の費用は償還しない。 

 

 （原状回復義務） 

第１７条 乙は、第 14条の規定により本売買契約を解除したときは、甲の指定する期日までに

売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復させ

ることが適当でないと認めたときは、現状で返還することができる。 

 



   23 

 

 （損害賠償） 

第１８条 甲は、乙が本売買契約及び物件調書に定める義務を履行しないため損害を受けたとき

は、第 15条に定める違約金とは別に、その損害の賠償を請求することができる。 

 

 （返還金の相殺） 

第１９条 甲は、第 16条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が第 15条に

定める違約金又は前条に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買

代金の全部又は一部と相殺する。 

 

 （契約の費用） 

第２０条 第８条第２項に規定する費用のほか、本売買契約の締結及び履行等に関して必要な一

切の費用は、全て乙の負担とする。 

 

（公租公課等） 

第２１条 所有権移転後における本物件に係る公租公課は、すべて乙の負担とする。 

２ 本物件に係る共益費、積立金、振興会費、ごみ処理負担金その他の管理費（以下「管理費等」

という。）及び電気、ガス、水道料金（以下「光熱水費」という。）については、所有権移転の

日までの分を甲が負担し、所有権移転の日の翌日以降の分を乙が負担する。ただし、所有権移

転の日については、電気、ガス、水道を使用してはならない。  

３ 乙が第５条の売買代金の支払いを甲が指定する期日までに行わなかったときは、その期日の

翌日以降の管理費等、光熱水費は乙が負担するものとする。 

 

（諸規程の継承） 

第２２条 乙は、甲が負っていた、本物件を含むひらかたサンプラザ３号館の管理上の必要から

枚方市街地開発株式会社が定めるひらかたサンプラザ管理規約その他の関係諸規程を遵守す

る義務を承継するものとする。 

 

（相隣関係への配慮） 

第２３条 乙は、所有権を取得した本物件の使用にあたっては、十分な注意をもって物件を管理

し、他の入居者その他の第三者との紛争が生じないように留意するものとする。 
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（管轄裁判所） 

第２４条 本売買契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の所在地を管轄す

る大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 （疑義等の決定） 

第２５条 本売買契約に定めのない事項又は本売買契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議

の上、これを定めるものとする。 

 

 

本売買契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記（署）名押印の上、各自１通を保有

する。 

 

 

  令和  年  月  日 

 

              売払人（甲）  枚方市大垣内町２丁目１番２０号 

                       枚方市 

                       市長  伏 見  隆      印 

 

              買受人（乙） 

 

                                       印 
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別紙 

売買の目的物の表示（登記簿の記録などによる） 

 

物件番号２ 専有建物１(５０８号室)・専有建物２(５０１号室)・専有建物３(５０２号室) 

建

物

 

一 棟 の 建 物 の 表 示  

名 称 ひらかたサンプラザ３号館 

所 在 枚方市岡東町７５３番地 

構 造 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付５階建 

床面積 

１階    １４８８．９１㎡ 

２階    １７３６．０１㎡ 

３階    １７３６．０１㎡ 

４階    １７３６．０１㎡ 

５階    １７３６．０１㎡ 

地下１階  １６１３．０１㎡ 

①専有部分の表示（５階５０８号） 

家屋番号 岡東町７５３番の２５ 建物の名称 
ひらかたサンプラザ３号館 

５０８号 

種 類 集会所 構 造 鉄筋コンクリート造１階建 

床面積 ５階部分 ４７５.９５㎡ 

②専有部分の表示（５階５０１号） 

家屋番号 岡東町７５３番の２６ 建物の名称 
ひらかたサンプラザ３号館 

５０１号 

種 類 店舗 構 造 鉄筋コンクリート造１階建 

床面積 ５階部分  ５２.６５㎡ 

③専有部分の表示（５階５０２号） 

家屋番号 岡東町７５３番の２７ 建物の名称 
ひらかたサンプラザ３号館 

５０２号 

種 類 事務所 構 造 鉄筋コンクリート造１階建 

床面積 ５階部分 ２７３.３２㎡ 

土
地 

所 在 枚方市岡東町 地 番 ７５３番 

地 目 宅地 地 積 ２,０７５.６５㎡ 

敷地権たる旨の 

登記の有無 

①（５０８号）無 

②（５０１号）無 

③（５０２号）無 

共有持分 １００万分の１３８７５７の一部 

管理規約による

敷地持分割合 

①（５０８号）１００万分の４９０５６  

②（５０１号）１００万分の ５４２７ 

③（５０２号）１００万分の２８１７１ 


